
〈講 演〉

現代日本における「中」意識の意味＊

―中間層論争と政治のタイプ―

� 坂 健 次＊＊

はじめに

私は昨年４月に天津社会科学院を非公式に訪問

し、そのとき幸いにも潘教授や王教授、万教授ら

にお目にかかることができました。このたび再び

訪問する機会に恵まれ、しかもこのような講演の

機会を与えられ、とても嬉しく存じます。すでに、

潘教授らとは遠藤惣一関西学院大学名誉教授とと

もに国際的共同研究を企画しつつありますが、こ

のプロジェクトの実現はむろんのこと、今後は名

実ともに貴院と私どもの大学で交流が進むことを

願っております。

１ 中間層研究の意味

日本における私の研究仲間の一人で、東アジア

の階層事情に詳しい園田茂人の研究によります

と、中国の都市中間層には、私営企業家、国有系

ホワイトカラー、外資系ホワイトカラーの三つの

タイプが存在しているようです。そして、中間層

に着目する意味は、「彼らが既存の国家－社会関

係の枠組みを破壊するような存在なのか、それと

も単なる保守的な既得権益者なのか。彼（女）ら

の国家に対する基本姿勢はどのようなもので、彼

（女）らは国家からどの程度自律的な存在なの

か。」にあると指摘しています（園田、１９９９；岩

崎、１９９８）。

それに対して、日本の場合、中間層をめぐる研

究関心は幾分異なります。中間層をめぐる論争

は、戦後二度にわたり行われました。一度は１９６０

年前後で、二度目は１９７６年から１９８０年代にかけて

でした。現在、まだそうは呼ばれてはいませんが、

ちょうど三度目の論争が始まろうとしているよう

に私には思えます。それらの論争を特徴づけるや

り方は多くあるでしょうが、私はその背後に政治

のタイプの問題が共通していると理解していま

す。社会階層と政治を結び付けて理解する仕方

と、政治のタイプを三つに分けて歴史的に理解し

ようとする仕方のヒントは、今田（１９８９）にあり

ます。すなわち、中間層の存在は政党や政治家の

立場からすれば当然無視することができないわけ

で、マックス・ヴェーバー流に言えば彼らの「利

害関心」がどのようなものであるかを把握するこ

とが重要な課題になります。中間層の利害関心を

首尾よく把握できるにせよ失敗するにせよ、結果

としてその時々の政治のあり方を規定していくこ

とになります。

幾分結論を先取りする形で申せば、政治のタイ

プは三度にわたる中間層論争との対応で言えば、

階級政治、地位政治、生活政治の三つに分けて捉

えることができるでしょう。階級政治（class poli-

tics）とは、一般には利益政治ないし利害政治（in-

terest politics）のことで、集団的ないし組織的

利益の追求から生ずる利害対立を調停し、利益配

分を通して社会統合を図ろうとする政治のことを

指します。ここでは、とくに階級利害の対立と調

整が中心となっている政治をそう呼んでおきたい

と思います。地位政治（status politics）とは、

そもそもは現代アメリカにおける極右勢力の台頭

を分析対象として提案された概念ですが、社会的

地位への関心や現状への不安感から生ずる欲求不
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本稿は、１９９９年９月２４日に天津社会科学院において行った講演の原稿である。
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満を、政治の場面に投影することによって生ずる

対立のことを指します。階層との関連で言えば、

職業的地位、学歴、所得などの向上が最大の関心

になります。生活政治（life politics）というの

は、生活機会の増大を求める政治ではなく、ライ

フスタイルや生き方を求める政治です注）。今田

は、これを従来の地位政治が所有の豊かさを求め

る「ハビング」だったのに対して、自分らしさや

生きることの値打ちなど、存在の確認を求める

「ビーイング」を指すものととらえています。そ

こではライフスタイルが重視されていますが、そ

のことについては後で幾分詳しく論じることにし

ます。

三つの政治タイプを時代軸にそって社会階層の

問題と関らせて論じたのは今田の功績だと私は評

価していますが、これまでの中間層論争を三つの

政治タイプと系統的に関連させた議論はないよう

に思われます。しかも、論争は見事なまでに三つ

の政治タイプと対応しているように私には見える

のです。

三つの政治タイプの解釈については、少し余談

ですが、これを発展論的な視点から捉えたいとい

う誘惑にかられます。すなわち、階級政治、地位

政治、生活政治の三つがこの順序で現代社会には

登場するのではないか、と。だとすれば、コント

の顰（ひそみ）にならって、「三状態の法則」と

か「三段階の法則」と呼びたくさえなります。ま

た、マズローの個人の欲求段階説のように、三つ

の政治タイプは実現すべき階層的利害の三つの水

準に対応していると解釈したくなるかもしれませ

ん。すなわち、生理的欲求と安全的欲求に対応し

て、まずは階級的利害、その次には社会的欲求と

尊敬欲求とに対応して社会経済的地位利害、最後

に自己実現欲求に対応して自己流のライフスタイ

ル利害という風に。しかし、現実状況では三つの

タイプの政治はつねに共存しているのではないか

と踏んでおります。もっとも、焦点の置き所とし

ての三つのタイプには順序性があるように思えて

なりませんが。

中国と日本では、むろん体制の違いから、政治

のあり方も違います。また、国民の国家への関り

かたにも違いがあるでしょう。その意味では、冒

頭に申しましたように、同じく中間層に着目する

意味が異なります。しかしながら、「政治」を広

く解釈するならば、いずれの国においても、２１世

紀の政治のあり方を予見するには中間層の意識や

動向を研究する必要があるという点では共通した

側面もあるのではないでしょうか。さらに、この

「予見する」には、コントの場合がそうであった

ように、単に坐して将来を占うというだけではな

く、幾分規範的な判断が含まれることになるかも

しれません。少なくとも、日本の状況においては、

そのことが研究者にも求められているように思わ

れます。

以下、幾分遠回りをするようなことになるかも

知れませんが、中間層をめぐる過去の論争を振り

返るところから始めたいと思います。

２ 第１次中間層論争と階級政治（１９６０
年前後）

第１次論争は、論者の部分的なやり取り（たと

えば、尾高邦雄（１９６７）と安田三郎（１９６７））や

広義の「論争点」という表現を除いては、正面か

ら「論争」と呼ばれた形跡はありません。しかし、

１９５０年代後半６０年前半にかけて、マルクス主義

者、非マルクス主義的社会学者、政治家等がいっ

せいに「中間層」の問題をめぐって発言したとい

う事実は、今から思えば「論争」と呼ぶにふさわ

しいものだったのではないでしょうか。ある論者

の言葉をそのまま借りれば、この時の論争のテー

マは、「中間層はどこにいるか」（林、１９６０）、「そ

の動向はどうか」（田沼、１９５７）でした。

この時期には、表現上紛らわしい概念が使われ

はじめていました。「中間層」、「中産階級」、「中

流」、「中流階級」、「中流階層」、「中間階級」、あ

るいは単に「中」。概念上の混乱は、マルクス主

義陣営にもそれ以外の人々の間にも見られまし

注）今田は、かつては生活の質を求める政治という意味で「クォリティ政治」と表現したことがありますが（今田、
１９８９）、最近では「生活政治」と表現し、生活の質のみならず自己実現やアイデンティティの確保を含めた政治
を指しています。「生活政治」（life politics）ライフ・ポリティックスという言葉と考え方は、ギデンズにも見
られます（Giddens，１９９４：１４）。
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た。概念上の混乱は、しばしばその背後にある理

論枠組みの不確かさから出てきたこともあったで

しょうし、逆に、ふとした概念的混乱が理論枠組

みの組み替えを迫るということもあったように思

います。以下、論争の担い手をグループ毎に見て

おきましょう。

２‐１ マルクス主義者たち

マルクス主義者たちが、中間層の問題について

一定の判断を迫られるといった状況は、第二次大

戦後に始まったことではありません。しかし、戦

後になって特別に中間層の性質について判断を迫

られるきっかけとなったものは、１９５０年代後半か

ら盛んになった「大衆社会論」の存在ではなかっ

たかと思われます。「大衆社会論」にもさまざま

なヴァリエーションがあり、今から振り返ればと

ても一枚岩とは言えませんが、いずれも「大衆」

が時代の行方を左右するほどの存在であると考え

ていたという意味において、すなわち、「階級」で

はなく「大衆」こそが歴史的主体―肯定的であれ

否定的であれ―であるとの認識は、階級史観を

とってきたマルクス主義者としては理論的脅威で

あったことは否めません。「大衆社会論」におい

て「中間層」の存在がどのように認識されていた

か、言い換えれば大衆と中間層との関連について

は、明確ではありませんが、マルクス主義陣営か

らすれば、大衆や中間層の「階級的性格」は大い

に関心のあるところでした。「中間層または中間

階級の問題ほど、マルクス主義批判の道具にされ

たものはそう多くはない」（黒川、１９５７）と、あ

るマルクス主義者は述べております。また、「中

間層の問題については、マルクス主義者のあいだ

でも、多くの誤った公式論が主張され、少なから

ず、問題が混乱させられてきた」との反省があっ

たのです。

マルクス主義陣営の内部にも、さまざまな提案

と関心が見られました。ここでそれらについて逐

一見る必要はないと思います。きわめて特徴的な

対応だけをあげれば、都市中間層は二大階級に分

裂収斂するだけでなく絶えず新たに形成される存

在（＝階級）であることを強調したもの（黒川、

１９５７）、ミルズの「ホワイト・カラー」になぞら

えて、旧中間層と新中間層のサイズを試算し、日

本では（この時点では）旧中間層の存在が大きい

ことを指摘したもの（田沼，１９５７）、などがあり

ました。

しかし、全般的に見れば、データの利用に関し

て、彼らがきわめて不十分だったことは否定でき

ません。上に見た黒川の論文は、雑誌の『思想』

に掲載されたものでしたが、まさに思想的な考察

に終始しており、文献の参照も十中八九マルクス

・エンゲルス全集とレーニン全集からのもので、

実証的なデータは一つもありませんでした。田沼

の試算には、「国勢調査」（１９５５年）や総理府統計

局の「就業構造基本調査」（１９５６年）が使われて

いましたが、当然のことながら彼が知りたかった

労働組合意識など社会意識についての実証的デー

タは利用できなかったのです。データ不足はこの

ように明らかでした。

マルクス主義者による中間層の分類について

は、大橋（１９５９、１９７１）の努力と意図について触

れないわけにはいきません。大橋は階級構成表の

案出で有名ですが、１９５９年の段階では、非雇用者

の専門技術職、事務職、保安・サービス職などは

「新中間層」というグループにまとめられていま

した。ところが、この処理のしかたが、新中間層

が増大傾向にあること、その層は労働者階級とは

異なる階層であること、その増大は社会の安定化

をもたらすものであること、などの認識を生み出

し、大橋の意図に反して「「新中間層」のカテゴ

リーの設定が、マルクス主義階級理論の否定と大

衆社会論の擁護に利用された」（橋本、１９９８：４５）

のでした。

その結果、大橋は後に「新中間層も労働者階級

としての階級意識を強化」し、「労働者諸階層を

結集・統一」するために、「新中間層」という言

葉の使用を止めてしまったのです。大橋グループ

の階級構成表（大橋、１９７１：８４－８５）は、今でも

利用されていますが（たとえば、日本社会の階級

論について、英文で執筆された数少ない著書の一

つである、Stevenのものなど）、そこでは新中間

層は労働者階級内部の下位分類として「いわゆる

サラリーマン層」として扱われているにすぎませ

ん。このような階級理論の「過政治化」や実践的

ないしは「政治的配慮」（橋本、同上）は、長い

目で見ますとマルクス主義者の階級理論に対する
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不信を招いてしまったように思われます。

２‐２ 社会学者たち

日本の社会学者の中には、少なくとも１９７０年代

まではかなりの比率でマルクス主義社会学者が存

在していましたが、ここでいう社会学者は非マル

クス主義的社会学者のことです。ミルズの『ホワ

イト・カラー』（原著は１９５１）が１９５７年に日本で

も訳出され、広く読まれました。ミルズはご承知

のようにアメリカの中産階級を取り上げていたの

ですが、マルクス一辺倒でもなくヴェーバー一辺

倒でもなく独自の総合的視点に立っていたことも

あってか、日本の社会学界では殊のほか評価が高

かったのです。こうして、ホワイト・カラーが研

究面でも日常生活面でも注目されるようになりま

した。

さらに、アメリカ社会学の影響を受けたり、階

層や社会移動に関する統計的手法に習熟した若い

社会学者が育ちはじめ、１９５２年には「SSM研究

会」が階級帰属意識の研究調査を行いました。１９５５

年には国際社会学会（ISA）に協調して、日本社

会学会調査委員会の主催で「成層と移動調査」が

実施されました。これが事実上第１回の SSM（社

会階層と社会移動）調査研究となったのです。そ

うした新しい理論と分析方法を駆使する研究者グ

ループを頼みとして、１９６０年に雑誌の『自由』が

「中間階級調査」を企画しました。その調査を担

当した林知己夫と西平重喜は、「調査報告」のま

えがきで次のように述べています。

「われわれはかねてから、一般市民の実状とか

け離れた議論や、いわゆるうがった解釈や、現実

にはなんの根拠もない意地の悪い説明がおこなわ

れていることを、残念に思っていた。そこで、科

学的なデータにもとづく論文の執筆、ならびにそ

のための調査実施の依頼を、快よく引き受けるこ

とにした。」（林・西平、『自由』第７号、１９６０年

６月発行、pp．１５５－１５６）

ここには明確な言及はありませんが、実証的な

データと計量的な分析方法を欠いていたマルクス

主義者たちに対する批判の意味がこめられていた

とみてまず間違いのないところでしょう。階級・

階層や社会移動に関する統計的ないし計量的研究

は、こうして社会学の世界だけではなく、一般読

者にも広く存在を知られるようになったのです。

この調査のヘッドをつとめたのは、１９５５年に

行った「成層と移動調査」でも大きな働きをした

尾高邦雄でありました。日本社会学の中では産業

社会学の草分けとして中心的存在であった尾高

（１９６１）は、１９６０年前後の「中産階級論ブーム」の

背景として４つの点を指摘していました。第１点

は、勤労者層の生活水準の高まりによって、外見

的に「中産階級化」したこと。「戦争直後の食う

や食わずの時代は遠い昔のことのようにな」っ

た、と述べています。第２点は、保守・革新の両

方の政党が、同時に「中産階級の育成」をスロー

ガンとして謳ったことです。中産階級が大きなか

たまりだとすれば、集票活動のターゲットになら

ない筈はありません。第３点は、ホワイト・カラー

の増大と技術革新によるブルーカラーのホワイト

カラー化が、「新中間層」や「中産階級」の増大

に対する人々の関心を呼んだことです。第４点

は、各国の社会学者によって、階級構造や階級移

動に関する本格的な研究がはじまり、またその成

果が翻訳されたことです。

第１次の論争は、このような背景のもとに、「紛

糾する中間階級論議」をめぐってなされたので

す。尾高の議論は、当時としてはかなり力のこもっ

たものでした。彼の結論は、中間階級の中に「中

産階級」（及び準中産階級）と「中間層」と呼ぶ

べきものが二つあって、両者の間に相当の異質性

があるということでした。ここで言われていた「中

産階級」とは、月収３万円以上あるいはある程度

の財産を所有している俸給生活者、と小企業主の

ことです。それに対して「中間層」とは、それ以

下の俸給生活者、小企業主と、月収３万円以上ま

たはある程度の財産を所有している労働者です。

月収３万円という額がどの程度のものかですが、

１９６０年の時点でサラリーマン（都市勤労者世帯）

の平均月収がざっと４万円、民営賃貸住宅の平均

家賃（東京で６６m２）が約７千円と言われていま

した。中産階級と中間層の間には、階級帰属意識、

職場での勢力、支持政党などにおいて著しい違い

が見られました。たとえば、おおざっぱに言うと、

中産階級は、「中間階級」意識が４６％ほどで、職

場では上役よりは部下の方が多く（＝勢力大）、

自民党支持が多い。それに対して、中間層では「中
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間意識」はせいぜい２２％どまり、職場では部下よ

りも上役の方が多く（＝勢力小）、社会党支持が

多かったのです（尾高、１９６１）。

尾高とチームを組んで「中間階級調査」に従事

した林と西平は、ともに意識や社会的態度を加え

て考察しているところに大きな特徴がありまし

た。今日から見れば、珍しいことではありません

が、当時としてはかなり斬新な調査項目だったの

ではないでしょうか。

２‐３ 政党の動き

占領時代以降の日本の政治は、いわゆる「５５年

体制」によって、自由民主党と日本社会党の二大

政党が全勢力を二分するかたちで進んでいきまし

た。もっとも、「二分する」というのは不正確で

して、二大政党制ではなく「１１／２政党制」だと

悪口を言われたりしたものです。それでも日本社

会党が英文標記では‘Japan Socialist Party’と

なっていたことに象徴されますように、社会党は

内部的対立のことを別とすれば、対外的には「社

会主義政党」を標榜していました。１９５５年に採択

された社会党の統一大会宣言ならびに組織活動方

針において、「社会主義革命の達成を歴史的使命

とする」ことや「「労働階級を中核とした広汎な

勤労大衆の階級的大衆政党である」ことを確認し

ていました。

１９６０年と言えば、日本が日米安全保障条約の締

結の問題で政治的に大きく割れて、学生や労働者

の一部は国会になだれ込んで流血事件に発展した

年でもあります。条約の自民党単独裁決による承

認のあとは、「政治の季節」が終わって池田勇人

首相の下、所得倍増論とともに「経済の時代」が

やってくるのです。

「安保闘争」に先立つ１９６０年１月に、日本社会

党から右派の西尾グループが離党し、「民主社会

党」を結成しました。その民主社会党が基本政策

として「中産階級化政策」をかかげたことも、中

産階級論に拍車をかけた要因となりました。新党

は、民主社会主義を理念として掲げることによっ

て、「特定の階級に奉仕するものでなく、ひろく

国民の利益をまもり発展させ」ようとしたので

す。ここでいう「中産階級化」の具体的イメージ

としては、「こんごの８年間に標準世帯の所得を

だいたい二倍、平均五万円とする」「低所得者で

も三万円を下ることのない状態をつくりあげる」

ところにありました（「中産階級化政策の基本理

念と政策の目標」１９６０年７月４日）。

２‐４ 階級政治

以上、マルクス主義者たち、社会学者たち、政

党の中間層論のエッセンスを長々と紹介してきま

した。主張の内容は、むろんまちまちです。しか

し、視点をずらすならば、同時代に提案された中

間層論として、ある共通の枠組みがあったことが

見えてきます。今田（１９８９）が示唆したとおり、

それが階級政治です。階級政治とは階級イデオロ

ギーにもとづいて利害の対立・調整が行われるこ

とを指しています。マルクス主義者たちが階級理

論を枢軸にして中間論を展開したのは言うまでも

ありません。大衆や中間層が議論の対象になって

いるときでさえ、問題はその「階級的性格」にあ

りました。労働者運動や労働組合活動にどの程度

組み込むことができるか、が関心の焦点でした。

若き社会学者たちが社会意識を調査する場合、「階

級」帰属意識を無視したわけではありません。多

様な概念や方法のなかから、統一した階級構造図

を描き出したいというのが野心でした。大衆政党

ないし国民政党への道を歩み始めた民社党にして

図１階級構造の模型図（尾高、１９６１：２６）
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も、階級イデオロギーとの対抗が思想と行動を規

定する軸となっていたわけです。支持基盤を労働

組合に依存していた点では、社会党と変わりあり

ませんでした。先ほど触れなかった自民党も、「階

級至上主義」を批判しつつもみずからは「国民の

中産階級化への新しいスタートを開始すべき時期

が来た」との認識に立っていたのです（１９６０年１

月２７日）。自民党にしても民社党にしても労働者

階級という括り方に組みしたかっただけで、階級

イデオロギーから自由であったわけではないので

す。要するに、第１次の中間層論争は、階級政治

に対応しつつ展開していたという特徴をもってい

たのです。

３ 第２次中間層論争と地位政治（１９７０
年代後半）

第２次中間層論争は「新中間層論争」と銘打た

れ、それは１９７７年５月以降に『朝日新聞』紙上で

断続的に掲載された一連の議論を指しています。

たとえば、総理府の行った「国民生活に関する世

論調査」によりますと、１９５８年には自分の生活程

度について、「中」と答えていた人の割合が７２％

であったものが、１９７３年には９０％を超えたことが

背景にありました。マスコミはいっせいに「９割

中流意識」とか「一億総中流」と言いはじめたの

です。この９０％という数字は、じつは、上、中の

上、中の中、中の下、下という５段階のなかから

選らんでもらった結果で、中というカテゴリーだ

けが３つに細分化してありました。どこまで意識

的にそうしたのかは謎ですが、こうしておけば

「中」が増えるのはあたりまえで、後にみる SSM

調査によれば、９割に達するわけではありませ

ん。SSM調査研究の方は、伝統的に、上、中の

上、中の下、下の上、下の下の５つの層に分け、

その中から自分が所属していると思われる層を選

んでもらっています。ここでは、１９５５年以来１９９５

年まで、５回にわたる階層帰属意識の分布を図示

しておきましょう。

（データ利用については、１９９５年 SSM調査研究

会の許可を得ています。）

「中の上」と「中の下」を合わせた割合が、１９５５

年時には４２％ほどだったものが、６５年には約

５５％、７６％強とどんどんと増えていったのです。

その後は多少の増減はありますが、ほぼ一定して

いるといってよいでしょう。いずれの回答カテゴ

リーを採用するかは別として、５５年頃から７５年に

かけて、自己の所属階層を「中」だと答える人の

割合が急増したことは確かです。そして、この急

激な「中」の増大が、人々の関心をひきつけたの

です。

図２ 階層帰属意識の分布
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しかも単純に「中」が増えたというだけではあ

りません。高度経済成長を経験してきた日本社会

が、１９７３年にはオイルショックに見舞われ、それ

を契機として低経済成長時代へと時代が大きく変

わっていた最中の急増だったから余計に謎に思え

たのかもしれません。さらに、６０年代後半から７０

年代にかけては、公害問題の深刻化に伴う住民運

動の高まりや大学紛争に象徴される管理社会への

異議申立てなど、「豊かな社会」の陰の部分が人々

の意識に上っていたときだったのです。さらに、

この論争に参加した岸本（１９７８）の言葉を借りれ

ば、「中流」は幻想だという警鐘が直感的に人々

に訴える力をもっていた時期でした。この論争の

少し後、ECの機密文書（１９７９）に「日本人はウ

サギ小屋に住む働きバチ」という意味の表現があ

ることが判明して問題になったことがありました

が、どこかでは住宅事情の劣悪さを日本人が自ら

感じ取っていたところでもありました。

むろんこうした負の部分の意識が階層帰属意識

と直ちに連動しなかったとしても、別に不思議で

はないのかもしれません。しかし、不思議でない

のなら不思議でないなりに、人々は合理的な説明

を求めていたとしか考えられません。一新聞の断

続的連載が広汎に多大の反響を呼んだのには、

「中」の肥大現象を「パズル」（クーン）と見なす

気持ちが研究者の間にも論壇にもあったからに違

いありません。岸本（１９７８）の本が後になって文

庫本（１９８５）として再版されたときに付けられた

解説のなかで、解説者（山田宗睦）は「それにし

ても１００人中９５人が自分の生活や富を中だと思っ

ているのだから、じつにふしぎな意識現象である」

と述べています。ともかくも、こうして４人の学

者によっていわゆる「新中間層論争」が始まりま

した。

理論経済学者の村上（１９７７、１９８４）は生活様式

や意識で均質な存在があらわれたとし、これを後

に「新中間大衆」と呼びました。現在の「中」意

識の持ち主は、ブルーカラー、農民、自営業主、

が多く含まれている点で、「新中間大衆」と呼ぶ

にふさわしい。新中間大衆の登場によって、階級

イデオロギーに基づく政治、すなわち階級政治は

衰退して、かわりに登場するのは人々が固有の特

殊な既得権益を維持しようとする地位政治です。

逆に言えば、既得権益が損なわれようとすること

に新中間大衆は敏感に反応します。彼らの保身的

性格の原因がここにあります（もっとも、保身性

とならんで批判性も持ち合わせてはいるのです

が）。政党は政党で、「伝統指向型包括政党」を脱

して「利益指向型包括政党」となって都市消費者

を受益者とする政策に転換することを迫られま

す。７０年代前半まで支持率を下げていた自民党は

その脱皮に辛うじて成功し、社会党は階級イデオ

ロギーから脱皮することができずに低迷を続けま

した。７０年代末の保守回帰現象は、豊かさの帰結

でもあったのです。

理論経済学者の岸本（１９７７、１９７８）は、自分が

「中」であるとの回答は、上でもなければ下でも

ないからというほどの意味だろうから、きわめて

根拠が薄弱だと考えました。回答の如何にかかわ

らず、雇うものと雇われるものとの二重性は厳然

として残っているのであって、「中流意識」は幻

想にすぎないと指摘しました。しかし、それでも

なぜ人々が「中」を選ぶかは疑問です。岸本は、

論文の端々で多くの仮説を提案しました。曰く、

自分の過去と比べれば生活がよくなったからでは

ないか、必死の力で這い上がろうとしてきた自分

の努力を認めてやりたいという気持ちがあるから

ではないか、一つや二つは世間並みと言えるもの

（耐久消費財）が手に入ったからではないか、

等々。しかし、村上と同様、それらの仮説を厳密

な意味で検証できるようなデータへの参照も分析

も欠けていました。

社会学者の富永（１９７７、１９７９）は、「地位の非

一貫性」という社会学的概念を持ち出し、第３回

１９７５年 SSM調査の分析結果から、６割になる非

一貫クラスターが「中」意識の主な担い手だと主

張しました。富永の結論は、今田・原のクラスター

分析（今田・原、１９７９）に依拠しています。分析

には、所得、学歴、職業威信といった社会経済的

基礎変数や、さらにこれに権力、財産、生活様式

が加わって使われたりしています。一貫クラス

ターとは、これらの変数に照らして上ないしは下

の地位で一貫しているクラスターのことである。

上で一貫しているのが約１割、下で一貫している

のが約３割という結果が出されていました。富永
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の主張は、社会的視点・報酬の分配規則が多次元

になった結果として、「決定的に上」「決定的に下」

と言える人口部分が少なくなり、「多様な中間」が

形成されたのだという点にありました。

政治学者の高島（１９７７）は、生活様式の画一化

が見られるとしても、それはやがて新たな社会的

格差ときびしい政治的対立の出発点となるのでは

ないかと警告しました。７０年型の政治対立は、中

間層の内部において起きるのではないか。対立の

軸は先進資本主義諸国の動向からみて、政治その

ものについての新しい異議申し立てと、経済成長

優先主義に対する根本的批判から生まれるだろ

う。新中間層がその変革の自覚的主体となりうる

かどうかが脱産業社会時代の政治を左右すること

になるだろう、と。

論争の常として、議論は錯綜し、八方に広がっ

ています。が、９割にもおよぶ「中」意識をもつ

人口部分の性質をどのように理解するかという点

をめぐって展開したことは確かです。その人口部

分が均質であるか、多様性を含んだ存在か、新た

な対立の芽を含んでいるのか、「中」意識は幻想

なのか。第２次の論争は、今田の言う地位政治に

対応しています。階級イデオロギーと階級政治と

に彩られていた第１次論争と対比すれば、その特

徴はあきらかでしょう。マルクス主義に一番近い

岸本にしても、「雇う側か雇われる側か」の構造

的二極性からすべては派生しているのだと強調す

るにとどまり、「資本や資本家が見えにくくなっ

ている」ことを認めていたのです。地位政治時代

の政党が、階級イデオロギーをあてにできないこ

とは、新中間層論争に共通の認識になっていたの

です。

４ 第２次論争のあと

第２次論争は、上に触れた４人のやりとりで完

了したわけではありません。「中」の急増もしく

は肥大については、ひきつづきその疑問を解決し

ようとしてさまざまな発言や本格的な研究が試み

られました。他方では、９割中流意識と言われた

「中」の中身に多少の変化の兆しが見え始めまし

た。本節では、この２点について、大急ぎで見て

おくことにしましょう。

４‐１ 中流意識のかげり

１９８０年、総理府の「国民生活に関する世論調査」

の結果の推移を見ますと、それまでは６０％ほど

あった「中の中」が一挙に５０％台に落ち込み、そ

の分「中の下」や「下」が増えるという現象が見

えました。俗に「中流意識のかげり」などと報道

された現象です。こうした傾向は８０年代に一貫し

て見られ、１９８７年には、別の調査によりますと、

分類のカテゴリーが異なりますので直接的な比較

は困難ですが、「中の上」が前年度に比べて４６．６％

から４０．７％に減少し、他方、「中の下」は３５．２％

から３８．７％へと増えています（経済企画庁「国民

生活選好度調査」）。さらに、１９８８年度の同調査に

よりますと、「中の上」は３４．５％に減り、「中の下」

は４０．９％に増大しています。新聞は、この結果を

とらえて、「「一億総中流」と言われる日本人の中

流意識は、大きく揺らぎ始めた」と報道しました

（『読売新聞』１９８８年１１月３日、p．１）。

論壇では、いちはやくこうした状況の変化に呼応

した議論が出始めました。評判になったものを二

つだけ挙げておきましょう。一つは、「分衆」の

誕生を主張したものです（博報堂総合生活研究

所、１９８５）。「分衆」とは造語で、「分割された大

衆」からとられたものです。「大衆」の特徴が均

質性にあったとしますと、「分衆」の特徴は差異

性にあります。主として、消費の世界の問題を取

り上げていますが、「他人並み」に右に倣えとい

う同調主義的な消費行動は終わりをつげ、「自分

並み」（＝自分流）の遊び方や行動が主流となる

というものでした。そして、中流といっても一枚

岩ではなく、「ニューリッチ」と「ニュープア」と

に分化してきているのではないか。このような論

調は、今から思えば差異性に彩られたさまざまな

商品を売ろうとするマーケティング会社のしたた

かな戦略だったのではないかという穿った見方も

できそうに思いますが、「中流意識のかげり」論

とうまくマッチしたのです。

もう一つは、「新・階層消費の時代」論を展開

したものです（小沢、１９８５）。これも大衆社会は

終わったという認識が出発点にあります。７０年代

に入って、所得格差や資産格差が拡大してきてい
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る以上、購買力に（階層）差が生まれるのは当然

で、商品市場も高級品市場と大衆品市場とに分化

していくだろうと述べています。この議論も、７７

年時の新中間層論争を総括し、調査データによっ

て「中」意識のかげりを根拠にしています。

このように、意識の面で何がしかの変化があっ

たことは事実でしたし、その背後にある社会変化

を捉えようとする動きが、先の新中間層論争のつ

づきとして出てきたのです。他方、「中」の肥大

についての研究もひきつづき行われました。次

に、研究の側面で展開された議論について簡単に

言及しておきましょう。

４‐２ 「中」意識の研究

「中」の増大の規定要因が何であるか、何であっ

たのかについては、いくつかの代表的研究があり

ました。一つは、直井（１９７９）の研究です。これ

は、１９７５年 SSMデータの分析に依拠していま

す。彼女は、当時いろいろと提案されていた「中」

意識増大に関する仮説のそれぞれに答えようとし

ました。結論は、人々が何らかの「中階層の生活」

というイメージをもっており、それをみたしてい

るために自己を「中」と位置づけている、でした。

これが、絶対的基準説です。これは１９５５年から１９６５

年への大きな変化を説明したいという強い気持ち

から生まれたものです。

岸本（１９７８）の仮説の一つは、人々の「中」の

判断が「世間なみ」意識によるのではないのかと

いう、いわば相対的基準説でしたが、直井は慎重

な検証によって、この仮説を棄却しました。直井

の絶対基準説では、「自家風呂や電話のある生活」

「電気冷蔵庫のある生活」などがだいたい「中」の

生活ないしは「中の下」の生活として意識されて

きたのではなかったかとしています。

こうして、この時は絶対基準説がいわば勝った

のです。ところが、１９８５年 SSM調査の時点にな

りますと、間々田がそもそも「絶対的」と「相対

的」の基準が明確ではないことを指摘しました。

間々田自身は、成長説と平等化説というマクロ水

準の仮説を導入し、それぞれを絶対基準説と比率

的相対説に対応させようとしました。すなわち、

高度経済成長によって生活水準が上昇し、その結

果として「中」意識も増えたのではないかと考え

るのが成長説(＝ミクロでは絶対基準説）です。

それに対して、戦後の民主化や福祉政策の成果

で、平等化が進み、その結果平等意識が高まった

ために「中」意識が増えたと考える考え方が平等

化説（＝ミクロでは比率相対化説）です。

間々田の結論は、成長説は、１９７５年頃までは大

体マクロデータに合っているが、その根拠を絶対

基準説に求めると、必ずしも妥当しない。６５年か

ら７５年にかけては、絶対所得の上昇から説明でき

る以上に、「中」意識が増えてしまった。成長説

は、７５年以降の「中」意識の停滞、また微減傾向

を説明できない。平等化説については、１９６０年頃

から１９７５年頃までの時期については当てはまる

が、それ以前については、不平等化にもかかわら

ず「中」意識が増えた。１９７５年以後については、

平等度にそれほど変化がないのに、「中」意識は

減る傾向にある。平等化説は、１９６０年から７５年の

高度成長期の階層帰属意識、あるいは「中」意識

の増大を説明するように見えるが、その根拠を比

率的相対説に求めるとほとんど妥当しない、と主

張しました。

盛山和夫（１９９０）は、間々田の研究にも満足せ

ず、さらに次のような結論を出しています。すな

わち、時代によって「中」の性質が変化したので

はないかという解釈を持ち出したのです。１９５５年

から１９７５年の期間は、「中」の絶対基準には変化

がない一方で、生活水準が向上した。つまり、生

活水準が上昇した分だけ「中」が増えた。ところ

が、１９７５年以降は「中」の基準自体が上昇してし

まった。したがって、７５年以降、オイルショック

以降の低成長時代に入って生活水準の方はあまり

変化がなかったので、結果としては「中」が停滞

するようになったのではないか、と。これも SSM

調査データの再分析に依拠したものだけに説得性

をもちましたが、「中」の増大にはもっと基底的

で一貫したメカニズムも関与しているのではない

かと考えた研究もありました。

高坂は数理モデルをたてて、その理論的分析か

ら「中」の肥大現象を説明しようとしました（高

坂・宮野、１９９０）。この数理モデルは、今日「ファ

ラロ＝高坂モデル、略称 FKモデル」として知ら

れているものです（高坂、近刊）。統計的ないし
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計量的アプローチが支配している研究領域での数

理的アプローチは、珍しかったと思います。この

モデルでは、人々が相互作用の過程で多次元的な

比較を自己と他者について行い、その結果、階層

の分布イメージを形成し、自己の帰属階層を尋ね

られたときには、その自分が構成した階層イメー

ジのなかで自分がどこに位置しているかを判断し

て回答しているのではないかと想定しています。

モデル構築の出発点にあったのは、自分と近い階

層については細かな識別をするけれども、自分と

遠い階層については大雑把にしか識別しないので

はないかという過去の研究における経験的発見

（デーヴィスたちの『ディープ・サウス』）でした。

数学的部分はきわめて簡単ですが、モデル自体は

複雑ですので、ここで簡単に紹介することはでき

ませんが、数理モデルによるアプローチで実証的

データによる検証段階まで進み得た研究としては

成功例と言えるのではなかったかと今でも思って

います。

「中」意識の増大は歴史的事実です。おそらく、

絶対規準説も相対規準説も、規準そのものの変化

説、普遍的な階層イメージ形成のメカニズム説な

ど、それぞれに棄却できないものがあるのでしょ

う。「９割中流」現象について決定的な決着がつ

かないままに、人々の関心は、次の段階へと移っ

ていったのです。

５ 第３次中間層論争と「生活政治」
（１９９０年代の終わり）

第３次中間層論争とここで私が名づけようとし

ていますのは、まだ本格的な論争にはなっていま

せん。しかし、今後少なくとも数年間は中間層が

問題にされるときには、このような論点をめぐっ

て議論が展開するのではないかと思われる議論が

出始めているのです。さきほど見ましたように、

「中」意識の人口部分は SSM調査研究のデータ

で見る限り１９８５年から９５年にかけて、わずかでは

ありますが増大しています。少なくとも「中」が

大幅に減ったとか増えたとかということはありま

せんし、「中の上」と「中の下」で著しい増減が

あったとも思えません。問題は、中身です。この

「中」グループが、今後、「中の上」と「中の下」

とで互いに異質な存在として分極化していくの

か、それとも一塊のグループとして安定化の方向

に向かうのかにあります。

間々田（１９９８）によりますと、相対所得別に階

層帰属意識の分布を見てみますと、過去２０年間の

間の変化に層別の特徴が浮かび上がってきます。

すなわち、低所得層は、「中の下」が減って「下

の上」や「下の下」が増えてきているのに対して

まして、高所得層では「中の下」が減少するもの

の、その減少部分が「中の上」に吸収されている

ように見えます。すなわち、「低所得層は階層帰

属意識の低下傾向を示しているのに対し、高所得

層や準高所得層は、階層帰属意識の上昇傾向を示

している」（間々田、１９９８：１１８）のです。

日本の社会では「平等神話」が生きていながら、

実際には、このところ所得についても資産につい

ても格差が拡大する傾向にある、というのがどう

やら事実のようですが（高坂、１９９９）、こうした

格差の拡大が「中の上」と「中の下」を支える層

の分極化をますます促進するのかもしれません。

帰属階層として「中の上」を選ぶ人々と「中の

下」を選ぶ人々とでは、客観的な、主として社会

経済的な特徴が異なるのではないかと推測される

データは現時点で少なくありません。職業分類と

の関係で両者に大きな差のある部分を見ますと、

「中の上」は管理的職業に多いのに対して、「中の

下」はブルー・ワーカーに多いのです。「あなた

の生活水準は、この１０年間でどう変わりましたか」

と尋ねたところ、明らかに高い帰属階層を選んだ

人ほど「よくなった」と答え、低い帰属階層を選

んだ人ほど「悪くなった」と答えています。同様

のことは、満足感（「あなたは生活全般に満足し

ていますか、それとも不満ですか」）についても、

全般的公平感（一般的にいって、いまの世の中は

公平だと思いますか））についても言えます。む

ろん、就いている職業、生活水準の変化、生活満

足感、社会的公平感などは相互に関連しあってい

るのだと考えられます。

では、「中の上」と「中の下」は、ますます今

後分極化していくと見なしてよいのでしょうか。

今田（１９９８；近刊）は、少し異なった視点を提示

しているようです。今田はポスト物質社会と呼ん

でいますが、これからの（あるいは、現在すでに

かもしれませんが）日本社会では大きく価値変化
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が生じていて、従来は物質的な所有の豊かさ（ハ

ビング）を求めていたのに対して、自分らしさや

生きることの値打ちなど、存在の確認を求める

（ビーイング）ように転換していると主張してい

ます。１９９５年データとの関連で言いますと、地位

競争不安（「まごまごしていると、他人に追い越

されそうな不安を感じる」）、現状維持（「もっと

多くを手にするよりも、これまでに獲得したもの

をいじすることの方が重要であると思う」）、ポス

ト物質指向（「これからは物質的な豊かさよりも、

心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重き

をおきたいと思う」）などの質問に対する回答を

吟味した上での結論です。

特徴的なことは、地位競争不安に陥っている人

は少数派です（不安を感じている人は、２３．８％）。

地位政治の特徴であった現状維持指向は５２．７％

で、これは現状維持派が多数

派です。物質的な豊かさよりも心の豊かさやゆと

りのある生活をすることの方を選んでいる人は、

じつに８２％にも上っています。

これだけでも大雑把な価値観の動向がつかめそ

うですが、今田はさらに地位政治からの価値転換

を規定する要因として「生活様式」を考えていま

す。生活様式については、７つの質問項目（高い

職業的威信評価、高収入、高学歴、高財産、家族

からの信頼と尊敬、ボランティアなどの社会的活

動、趣味活動における中心的役割）から因子分析

によって、二つのタイプを導きだしています。二

つとは「達成的地位指向」と「関係的地位指向」

の二つです。私自身は、これらの数少ない質問項

目から、提案されている二つの因子を導き出し、

提案のラベル通りの生活様式として意味を与える

ことについては、賛成していませんが、これは質

問項目の制約もあってやむを得ない面もありま

す。

今田の結論は次のようなものです。「達成的地

位指向を抱いている人は、男女の別を問わず、地

位競争不安に陥る傾向にある。」「関係的地位指向

を持つ男性は、地位競争不安に陥る傾向はなく、

また現状維持の傾向を強めるのでもなく、もっぱ

らポスト物質指向を強化する。また、かりに現状

維持の傾向を持つ場合でも、それはポスト物質指

向を高める方向の影響力を持つ。女性の場合、男

性とは異なり、達成的地位指向はポスト物質指向

表１相対所得層別の階層帰属意識の分布の変化（間々田、１９９８：１１８）

上 中の上 中の下 下の上 下の下 合計（ケース）

低
所得
層

１９７５（２２．９％）
１９８５（２３．８％）
１９９５（２４．４％）

１．４
１．０
１．２

１４．９
１７．０
１５．０

５３．２
４３．８
４７．０

２１．２
２４．２
２４．１

９．３
１４．１
１２．８

１００．０（５７９）
１００．０（５０５）
１００．０（４９４）

中
所得
層

１９７５（３３．１％）
１９８５（３１．８％）
１９９５（３２．７％）

１．２
１．８
１．２

２０．４
２０．１
１８．２

５２．９
５０．５
５３．６

２１．６
２３．１
２１．２

３．８
４．４
５．９

１００．０（８３７）
１００．０（６７５）
１００．０（６６１）

準高
所得
層

１９７５（２２．４％）
１９８５（２２．１％）
１９９５（１８．６％）

０．５
２．３
０．０

２５．１
２５．３
３１．３

５６．９
５５．３
５３．３

１６．１
１４．５
１１．４

１．４
２．６
４．０

１００．０（５６５）
１００．０（４７０）
１００．０（３７７）

高
所得
層

１９７５（２０．４％）
１９８５（２２．３％）
１９９５（２４．３％）

１．６
２．７
３．０

３６．３
４１．２
４５．９

５１．９
４４．８
４１．９

８．２
８．２
８．１

２．０
３．０
１．０

１００．０（５４６）
１００．０（４７３）
１００．０（４９２）

カッコ内の数値は、当該調査における低所得層、または高所得層の構成比率を示す。
世帯収入のデータによる。１９８５年はA、B調査計、１９９５年はA、B調査の男性計。
所得階層の区切りは、下記の通り。
１９７５年は、１７５万円未満が低所得層、１７５万円以上２７５万円未満が中所得層、２７５万円以上３７５万円未
満が準高所得層、３７５万円以上が高所得層。１９８５年は、３２５万円未満が低所得層、３２５万円以上５２５万円
未満が中所得層、５２５万円以上７２５万円未満が準高所得層、７２５万円以上が高所得層。１９９５年は、４５０万
円未満が低所得層、４５０万円以上７５０万円未満が中所得層、７５０万円以上１０００万円未満が準高所得層、
１０００万円以上が高所得層。
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に効果を及ぼさない点を除けば、男性と同様の因

果構造を持つ。」（今田、１９９８；近刊）

今田は、かつての「新中間大衆」という概念と

８０年代の「分衆」という概念を利用しつつ、新た

に「中間分衆」という言葉を造りました。「中間

分衆」とは、「中間大衆が分解して、社会参加・

ボランティアに生き方をみいだす人々、レジャー

を生きがいとする人々、さらに消費にアイデン

ティティをみいだそうとする人々などに細分化

し、均質な生活様式を想定できない状況」を意味

しています。均質な生活様式を想定できないとは

言っても、バラバラの生活様式を追求していると

言っているわけではありません。かれらは、実際

の生活様式はまちまちであっても「持つこと」で

はなく「生き方」を求めているという点では共通

している、と言いたいのです。達成的地位指向で

はなく関係的地位指向の人々が「中間分衆」の主

力部隊となると言いたいのです。

自分が達成すべき社会経済的地位に執着し、一

旦獲得した既得権益についてはこれを維持しよう

とする行動様式は、地位政治だと呼ばれました。

それに対して、人々の関心がハビングからビーイ

ングに転換したときに対応する政治のことを、今

田は生活政治と呼ぼうとしています。階級政治も

地位政治も物質指向が強かったという点では共通

のものをもっていました。それに対して、生活政

治はポスト物質指向に呼応する政治のタイプで

す。したがって、今田が明言しているわけではあ

りませんが、政党もこれからは「心の豊かさ」の

実現に向けての政策を求められるようになるだろ

うという結論になります。これからは「中の上」

に帰属するか「中の下」に帰属するかで分かれる

のではなく、達成的地位指向か関係的地位指向か

によって分極化し、最終的には圧倒的な関係的地

位指向が支配するなかで、さらにさまざまな「心

の豊かさ」の追求が見られるようになるのではな

いかと見ているようです。「中間分衆」の「分衆」

は、ポスト物質社会の内部的な生き方の分化を意

味させたいのです。

さて、以上の論争（まだ、論争になっていない

論争ですが）を要約すれば、間々田の議論に組す

れば、所得をはじめ社会経済的な物的状況の違い

が「中の上」と「中の下」の分極化をもたらし、

「中」が一塊で有り続けることはないだろうとい

う見解に到達します。今田の議論に組みすれば、

「中の上」か「中の下」で分極化が進むのではな

く、むしろ「中」は全体として生き方（ビーイン

グ）を求める点では共通だということになりま

す。「心の豊かさ」を求める生き方の背後にある

のは、「達成的地位指向」ではなく「関係的地位

指向」だということになるでしょう。

今田は、間々田の議論に言及しているわけでは

ありませんが、政治も生き方の意味を求める「中

間分衆」の特徴に焦点をあてた政策を打っていく

ならば、「中」の分極化もそこからあるいは帰結

されるかもしれない社会的不安定も案ずることは

なく、２１世紀は明るいということになりそうで

す。これからの政治がいずれにしても生活の質や

自己実現を問題にしなければならないだろうとい

う点について、「中」が分極化するか否かについ

ても生活の質がどのような形で実現されるかに関

係しているという点については、私も同じ意見で

す。しかし、「中」の分極化が進んでいったとす

ると、今田の予想（期待）するように、達成的地

位指向は衰退していくでしょうか。「中」意識の

分極化の背後には所得や財産といった厳しい現実

が控えています。現在、戦後最高といわれる失業

率や長期にわたる構造不況からくる倒産やリスト

ラ、バブルの崩壊と金融ビッグバンによる金融再

編成など、経済的な分極化を推し進める外部的(＝

意識の外にある）要因はじつに夥しく過酷であり

ます。しかも、そうした状況の悪化は１９９５年 SSM

調査が実施された後にいっそう加速的に進行して

いるのです。評論家のなかには、２０１０年には「中

流階級は消滅」し、「日本は１０パーセントの富者

と９０パーセントの貧者に大分裂する」と警告する

ものも出始めています（田中、１９９８）。経済的苦

境が社会全体を覆い始めるならば、「高い」職業

威信・収入・財産・地位を望まないとしても、そ

こそこの水準（＝食べていけるだけのもの）は達

成したいと人々は考えるようになるに違いありま

せん。それらを達成するのには、何か「手に職を」

もつことが必要だということになれば、これまで

の学歴指向とは異なった資格指向が支配するよう

になるかもしれません。（じじつ、専門学校への

進学、いわゆる「ダブルスクール」、資格取得へ
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の動機づけは、すでに高まっています。）そうな

ると、今田の予想（期待）に反して、ポスト物質

社会になって、もっとも物質的な欲求と達成地位

指向とがぶり返してくるようなことも考えられま

す。第３次中間層論争は、「中」の分裂か消失か

成熟かというような形で、進んでいくに違いあり

ません。そして論争の帰趨を見定めるためには、

社会経済システムの再編そのものの帰趨を見定め

る必要があるように思われます。

第３次中間層論争は、いま始まったばかりで

す。その行方については、もう一つ重要な論点が

関っていると私は考えています。最後に、その点

について、節をあらためて述べることにしましょ

う。

６ 公平社会を求めて

戦後の日本社会においては、所得にしても資産

にしても学歴にしても格差が歴然として存在する

ばかりか、むしろ格差が拡大する傾向すら認めら

れることについては、別途やや詳しく見たとおり

です。１９９５年 SSM調査研究では、これからのあ

るべき社会の一側面として実に興味深い質問を

行っています。それは公平という言葉こそ使って

はいませんが、公平な社会といえる規準を問うた

質問と見なすことができます。その設問は、「ど

のような人が高い地位や経済的豊かさを得るのが

よいか、・・次の意見からあなたの意見に一番近

いと思われるものを選んでください」というもの

です。回答のカテゴリーは、キーワードで申しま

すと、実績、努力、必要、平等という４つの選択

肢です。この回答結果は、個人的に申しますとや

や意外な感じがしたのですが、次の通りでした。

DK/NAの４．１％を別としますと、一番多かった

のが努力で（５７．１％）、あと実績（２２．９％）、必要

（９．４％）、平等（４．１％）となりました。すなわち、

文字通りに解釈しますと、人々が重視しているの

が努力と実績であって、必要や平等はそれほどで

はないということが分かりました。今、階層帰属

意識とこれらの公平規準をクロスさせてみます

と、次のようになります。

これで分かるとおり、「中の上」と「中の下」で

は回答のパターンにさほどの違いはありません。

「上」は「上」なりの、「下の上」も「下の下」も

幾分独自の回答パターンをもっているように見え

ますが、「中」は一つのようです。詳しく紹介す

る紙幅はありませんが、「今の日本では資産の格

差が大きすぎる」と考えるかどうかとか、「今の

日本は平等が行き過ぎている」と考えるかどう

か、また、「所得による不公平が、今の日本社会

にある」と思うかどうかの問いに対する答えを見

ますと、「上」だけが他の階層帰属者とは異なっ

たパターンを示していて、「中の上」以下の諸層

は相互に類似した回答のパターンを示していま

す。つまり、「上」だけが、「資産格差が大きすぎ

る」と思っている割合が相対的に低く、「平等が

いきすぎている」と思っている割合が低く、「所

得による不公平はある」とは思ってはいてもその

割合は他の諸層に比べると低いのです。「中」意

識を支える社会経済的基盤には分極化の傾向が見

表２公平規準×階層帰属意識（括弧内は列％）

上 中の上 中の下 下の上 下の下 合計

実績 ６
（２３．１）

１８２
（２６．０）

３０５
（２４．１）

８１
（２３．０）

１７
（１６．０）

６０１

努力 １３
（５０．０）

４２１
（６０．１）

７５９
（６０．１）

２１５
（５４．４）

６８
（６４．２）

１４７６

必要 ６
（２３．１）

６６
（９．４）

１１６
（９．２）

４６
（１１．６）

１４
（１３．２）

２４８

平等 １
（３．８）

３２
（４．６）

８３
（６．６）

４３
（１０．９）

７
（６．６）

１６６

合計 ２６ ７０１ １２６３ ３９５ １０６ ２４９１

（１９９５年 SSM調査 B票データより）
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られましたが、今しがたとりあげた意識項目につ

いては分化は見られないようです。

私が公平規準の理念についてのデータを持ち出

していますのは、「中」は１９９５年の時点では一体

となって公平規準についての理念を抱いているの

ではないかということを言いたかったからなので

す。今田は、しきりに人々の価値観や関心が「も

のの豊かさ」ではなく「心の豊かさ」に移りつつ

あることを強調しています。しかし、これは彼の

願望的議論であって、データから読み取るかぎ

り、彼のいう「達成的地位指向」もまだまだ弱く

はありません。また、「心の豊かさ」がまったく

階層帰属意識と相関がないのかというと、そうと

も言い切れません。先ほど、指摘したような経済

的悪化が進行して「中」が分裂するならば、公平

規準のウェイトのおきどころも変わってくるかも

しれません。たとえば、「下の下」は他の帰属階

層と比べると、「実績」への傾倒が低く、「努力」

への傾倒が高くなっています。極端な仮定かもし

れませんが、現在の「中の下」が「下の下」と合

体するようなことがあれば、生活政治が目指すべ

き方向もかなりの手直しが必要になってくること

でしょう。
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The Meaning of ‘Middle’ Identification in Contemporary Japan
─Debates on Middle Class and Types of Politics─

ABSTRACT

There have been three debates on the nature of middle class during the course of

social change in postwar Japan, which reflected different types of politics. The first

debate around 1960 was concerned with the nature of the middle class, particularly

in relation to class politics among Marxist scholars and non-Marxists and politicians.

The second debate in the late seventies was joined by a number of social scientists

who, despite having different theoretical frameworks, shared the perceived fact that

more than 90 percent of the total population regarded themselves as belonging to the

‘middle’ bracket. The debate is characterized as related to status politics. The third

debate, which has just begun, corresponds to the present period of so-called life poli-

tics. This debate is concerned with whether ‘middle’ would polarize itself into the

rich and the poor or merge into a homogeneous mass. The outcome of the debate will

affect the criteria to be adopted for fairness or distributive justice in the future, since

those who identify themselves as belonging to the lower bracket are likely to choose

the criterion of effort rather than accomplishments as fairness.

Key Words : middle class, debate on middle class, types of politics
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